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,,1.,ジム！）ア♂）鉱業政策は， 31¥3JJ) .＼年｛えに行

，＇－；＿われた鉱山 id有｛ヒ〔196り年5丹）以後、タトn,1企業

〈り同一白化政策を軸とした白主開発政策として特色

づけられてレる c 石油・天然ガス（総称して炭化水

素 Ilydrocarliureと呼ばれる）部門左他の鋭、物（$＇.！＇，

非鉄金属〕部門でi士、 ［同有化のiff'度に相還があり．

,tた間発の形態ti主rフているが鉱物資源ゎアルシ

ム ＇）ア化ど司 自主開発という基本方針には変わり

がないコ

自i誌の天然資源、に対して主権を設定するという

動きはう国際連－A-における「天然資源に対する永

久的主権」委員会における決議に i,みじれるよう

！司家の権利として行使され亡おり， γフリカ

において ι 吋ンヒアのイギリス系制開発会社の 1.1~

ff化（19的年8月111::l），コンゴ（ヰンLャサ〉にお

けるべ !l-F一系列ユニオン・ミ二士一 ！l-干土の｜瓦！有

｛七 (1967年 l) j 1日〉等，よくみられる動きであるの

,-;t,－ジこリアにおいても，独立後（1%2守つにコ

ロン，；）士l也や諸企業，銀行等の凶作（ヒ己イニ？なわれ

鉱業のl主lfj f仁午、そのー探として ｛－fj;i •J, I♂てきて‘、
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るc しかも、 二れらのi主i有化，t A 時的反政策土し

て行なわれたもので；土なく， Jct＼：、げをのJI灯台（r句、経

済的な要国が IJJftfヒの直接的動機－1:::i:t!:c -，たが、

その背後にはア 11.,ンユ IJア，，，社会主義｛とという仏

本）；:illhミある。 i司令マヒは独立前；ニ｛fr＆されたいけ

ボリ楠領が規定 tる上うに桂会主義化内二F段と（

て i予定さti，た政策であるハ

γ ，Lジ，！JIのJi：；陀[IH7( f'."lli11lにわたる目釘｛ヒυ｝

fよかで宅本稿；土鉱業ぴlltsl {ffヒを主題としょ L、るが，

J鉱業iii] ::ff化を研究－J-;;)tll:.'.U t, この流れ山中で土

らえる必要があゐ ヒた三こで特に鉱業に草li、を

置く J）／土、 本来J.t！：ゑ， •I iアあるアルジ E 1）アにおL、

て町 独立後は炭化水素部門を 1+1心とした鉱業部門

が経；斉i'FJに大きなiヒi]lを 11iめてきて U、る理出によ

,:, ,1 I 1 

,-'C ;..- CL lj アの鉱業政策はまず鉱業の回1Hヒが

原点とな〆〉ご 4、るので， 本訴iはそれを論題とし仁

次の上うな構成の下に考察したい予

まずアルジエリアの鉱産物（非炭化水素部門，炭

化水Jrnn1門）が今日どのように支配され開発されて

レるかを述〆し 次に各部門の固有化の歩みと動機

を明らかにする。

次いで， この鉱業国N化政策を，経済政策的観

lよから考察 L, さらに他の同のIJI!ff化と比較Lて

その性格を明らかにし、 最後に鉱業出釘化政策山

理念をアルシ ι 1）ア社会主義のif:lにとらえてみた

二、と －~＼：－ う F

1: /::' 本隔は7"iL－ジ L 1) fの鉱業i弓む化政策山



Ⅰ鉱物資源の支配と国有化
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キ 111¥.1と！ とL、るが、 i11lli寺l三三;ltI し iJi.Jftli~

宗形成山過程づ，物民的基盤ゴ）整部iがどのよう 1¥

政策［て忌J ；，＿＇て行なわれるかということを明らか

t二十る：：.＂：、 オ 1「J)t）アブリ力十イ i’」シ三， ；.の

た1&を知どにノ子、台、，； し＼（て， il,j際1Y-J11?i,':/,1・ L 

・ 1rJ際政治、 収；；~v, J リド主10；要i大iである鉱物白

）山：'i:rL 「 110ilii"0lがr山！「｝たJ＼を策，－.iv1.、J

乞刊l＇.を強 {I’L、 [kl際社会E主ri;L：.で／ど〉力。合同if》

¥,: : rるとどであるに

イl1 ] ) ] IJ:i4 :I "t [i.l l'Jヘし ！川 ') !, ;;'1コi i,1；ド’！ゥ,: 

1;1,1J 、:';lょ'.cfi'¥1' I l【J I作2fi＇）ら，＇I＇.円以 10＇）υ，ふ.lj4 

"o、r¥, 三日＇'.c, I 1-19~ ；）司 ,ti I ぷj r :r1' J /J 11'1ら
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l・.・11 ro /•e Fnuuど 011/n’1111'1, l¥o. 4:"ifi》 (.Ian. !'ii下問、 ]> 

｛】l

），沖

it開通産業を発展さ也雇用と技術習得の機会を

i子える。最後に， この部門におけるフランスの財

政的‘政治的利害関係は，アルジエリアにとって

独立交渉の際の利点として作用したが，今日でも

アニ！；.てかじの財政援助をろける誘因どし亡作用

（て十る J ア I~ ：、J IJアi上 これらの点から%え

てi，炭｛仁木素六IIドサに政策の重点を置L、てし、ること

は珂解できるであろう。

次に鉱業部門を含めた工業部門と農業部門との

関係に J 山、てであるが、本来アルジエリアは工業

｛｛［日llj上 IJ農業部門を優先させていゐ。 しかしト ＼）

不！！綱領は近代的農業の発展のために基礎工業の

長期間発計四を連関させており， 特iこ石油と製鉄

; ~仇内、企おレて L 、る。また， 炭化水素を含めて鉱

:( t;¥I ド＇lの開発i上、膨大な資本投！ごのわりには医用

行ん少hく， アルι工リア（／）大きな社会問題とな

, J い、〈】失業者の解決にはな（，なL、。人口の 7'!ill 

／；ι%tiに依干fLているアルジよりアでは農業部門

！？！日（） ff f 1~ ；二イ i 1il1；，・、 1tf,l¥1,i心土くは‘ ,' 1, ,' ' れ開発l土安定しれ経済成長のためとこの失業青山

I¥ i＇；エ札；；＇th;~'i i!;( J' ,;_ '._ ・. ・ I ' i三只；う一人！ -: ,, f二 倍J miJHv> f三めに主要であり． これに対して鉱業｛(ilPIJ

;)}; （； 三 f'.i:~.＇－. { lい「マー； .rIJヰH｝：］止： ：： :;:p；長，＼ ).1 ,:_ I JI q家（／）財悦）二 Lて経済開発の資金を供給－！る役

t, :1、 ふ、人：｝ ，＇）旬l~ ぷ’／l', J /., 〔/1 ・I. ｛也，；，鉱物資

i[j山i;'! 11 t 散（Eして L てiえt仁i:t Fト戸、 ( ,i,J~J 'Jlf! 

1嵐長l4,ノレ，＋，－ < ? '¥, / I I¥ 「，.，『

ご lイ、fごJうも、 Hl内今；tけ，、子、・＇） { i託；Ji，＇ゐ古i白にl守／1,1:;i ！ 

i亘要f仁亡 i'I ，＼：＇一治；lとt.c-, -c ¥ ・ ":' , 
7 ノLj ; iiγ J) ,ill；物資おしりq，にむし、て守 Eりjノ

け－｛I iUIと六円、：jては， プネ Fし今一iihtとしてマ；j己つi

）？］主fii〆 I'C 1，、る。

鉱業；＇fi¥l"H土アルジ 1 リア経済にとマ Fてこのよう

',N:',1；；）を！呆／こしてレるが、 この鉱業部門の中でも

iJ;z化水素部門と非炭化水素部門とは異なった役割

そも， I 山、る。それは先に述べた資源量の相違と

経治的役割。）相違による。 しかしこの相違は炭化

水素吉川ILjがl主要であるからといって必ずしもこの

匂・r,r-:<),f勺干十’i句と／ι仁り， 民i半l,1:: ：.一／一（士；fJ油｛ヒ乍 i .'liH"lを11」家i}）み均h 独IL；的に開発してU、るこ左をi:Q': ： 

：長♂il.ti1埜主 J ) < ：；ヲ そ L て外f:L］官i 払 1~i I翰II＼「［言，＇

とI,'._ ,' /, C : ,; f Ji 消費十イ， 'ti:本村の輸入額ぷ〉 iJti(よ非炭化水素官Jill守が広範である。これは， 炭化

大部分士土IJ,t, ，ており、炭化永；＇？付込心身、がふ悦 水素の開発のためには多額の資本を要し， この資

l（＂，（、 手lj権利略収益等山tH;iJ;t；仁王子ィ，＼1'(1. r＋会的犯 本と製品／，ぴ＞r¥iJ-!Ht外国に求めざるをえないため，J,

l及、＂Jた，／， ,7) 1;; (tぐと，＼ ；：：〕 t ・t ：－一二Jl r"，山氏あれ＇） NJ1t いえ t：） ο 
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次にこのこつの部門に対して， アルジ：：，－， ）ア国

家がどのようにその主権を設定してきたか，すな

わち函有化を行なってきたがを述べるとしよう。

同時にそれぞれの部門の開発の態様と， 国有化を

促した要因に，－JI，、ても慨観しておこう。

1. 非炭化水素部門

( 1 I ｜規発と管理

鉱物iま鉄，非鉄金属を含めてあまり種類もほも

多くない。鉄，燐鉱石，石炭，鉛，姐鉛，黄鉄鉱，

銅鉱，アンチモニー，ゲンゲステンヲずンカン指i;,

岩塩，鉱水等が産出されているが，1880年代に開始

された鉄の採掘をはじめとしてほとんど植民地時

代から閣発されてきてヤる。 この部門が， i公民生

産額に占める比率は石油に比してかなり低い（1965

年tこは石油部P'lは全体の162%，工業室鉱業，エネルギ

一部門13.1%〕。しかし生産量は注の表（14ページ）

にみるようにしだいにi二昇してきてし、る（昌 1,, 

4二れらの鉱山はフランス人によ＋て開発・経常

されてきたが，独立戦争の際遺棄された鉱山は

196:l年3月の法令によ／》亡アルジ：ic IJア人労働者ー

によって自主管理され，っし、で 1966年 5月に国有

イ包されている《 アランスi時代は BAl<EM(Bureau 

Algerien de Recherches et d'Exploitation）が鉱業行

政にあたっていたが， 1966年の固有化後はSONA-

RE}.1 (S。cietei¥iationale de Recherchc~ et d’i ・:xplo,-

tation Minieres）と改称され（1967年5月11日〕，固有

化したすべての鉱山を吸収して開発を行なって L、

る。したがってこの機関はアルジzリア鉱業開発

の中心機関とた：lている「

他方鉱業行政は工業・コ二才、yレギ一吉川行なうか，

SONAREMはその管轄下にあり法人格と財政自

治権を与えられている。ロ的は，（1）炭化水哀をと除

いた地下資源、の調査と開発を推進し，（2）採掘した

鉱 6ペコ製品を国内外に販方告するこどう 13）国家主り

6 

委託された業務を SONAREMの名の下に管理

し，（4）会祉の設立あるいは権利関係の買入れなど

を通じて， 上記のロ的に関連する工業，財政，商

業，動産，不動産のすべての分野において管理を

f了なう，ことであるo

SONAREMは探査から販売まで行なう間家機

関としてアルジエリアの国有化された地下資源の

開発にあた－－，ているが，この部門で SONAREM

の管轄にはいっているが固有化の対象とならなか

リた会社がある。それは Societ6du Djebel ( lnkと

いうオンク鉱山の燐鉱石を開発する会社であり，

SONAREMはその株の大半を所有しているが

Fifi≫年の 5Jjの鉱山同有化令の場合には国有化さ

れなかった。次に SONAREMと別個のものとし

て；吉 11土日ociete Nationale 巾只 Eaux 九Enerales

Al臣eriennes(E'.v!A）があるが，これは SONAREM

どは局！lfこ鉱水の開発を？？なってヤる政府機関であ

る。第2じ， SERELとその子会社（Cecalgerie）が

あり， 前者は西部アルジエリアで羊毛漂白用の粘

十企採掘し，後者i土l'vfostaganem,Marniaの商工

場においてこの粘土を使用している（注2）。

SONAREMはこれら以外の多くの鉱物を管理

しているが， 次にこの鉱物支配がどのようにして

現在の状態になったかを知るために， 国有化の実

態とそれを促した要図をみてみよう。

(2) 国有化の歩みとその要因

1966年 5月513rn3，ブーメディエンは大要次の

ような鉱山国有化令を公布した。

lアルジエリアの工業化はわれわれがすでに参

加している遠大な計画iである。 しかも多大の努力

を婆し，また重大な手段を必要とする。

仁業化＇， (l）努力は，第uこわれわれの 1次産品，

特に鉱物資源の開発に依存している。

その工業化を成功させるためにー アノレゾ仁リア
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政府は鉱山の間有化を決定する。

アル乙エリアl土まえ天然の室を所有し， また完

は間有化でなく政府がその会社の株の多くを持っ

てし、るものであるd またこれら国有化された鉱山

全な主慢の下に管理し開発するj はただちに BAREM(1年後 SONAREMと改称〕

この法令に続u、て工業・エネノレギ一大臣 Bela'id の管轄下にはいづた。

Abdesselamは，政府の本質的目的はわれわれの 1966 if 5月約百（司 4ブ－ ／.ディエンはラジオと

富を国民；二役だて， また労働者の生活水準を改善 子 L どでこの同有化を発表したが， 「この包的は

するためである、との声明を出しているo 工業化政策を推進するためであり， これらの手段

同月 7日，アルジt リア政府はこの法令に基づ は経済の自主化を進めるにあたっての重要な第－

i 寸おもにフランス系の llの鉱山を国有化した。 歩てあらつまた社会主義の建設とわれわれの独立

( ]I アLナ J宅地かの Ouenza-Boukhadraの を強化するという目的のために，われわれが勝ち

鉄・銅山。この鉱山は Societede l'Ouenza と引た新しい第一歩である」と述べてし、る。

に｛上 J lて問発さJL、ア yしジ

を産 jるつ お宅アンナパのコンビナートのような重工業の建

(2) EL Abedの鉛と亜鉛鉱山。 設は一つの必要事である。ミの重工業は種々の決

:aJ Ou;trseni行の始と亜鉛鉱山〈年間 l万2000ト 定によ η て強化されなければならない。そしてわ

ン）と HammamN’RaYla鉱山。三れらはベ れわれに課された決定の一つは鉱山の国有化であ

ルギー系の Socie.tedes mines ct fonderies った。政府および革命委員会が鉱山の国有化を決

de zinc de la V日：ille:'vlontagneの所有であ 定 L, これらの天然の資源をその真実の茂有者す

った亡 なわちアyレジゴリア人民に返還することを決定し

(4) Sidi Kamber 鉱山。 Penarroya社が鉛 たのは，まさにこの意味におヤてである」借れと。

(3700トン， 1964年），亜鉛（4000ト／人制〔凝 次におιな鉱産物とこのlhl有化の関係を述J 、ょ

縮したもの:3900トン）を産出していた＂ フ。

(5) Gara Djebilet鉄鉱山。サハラ両部にあ什 〔鉄〕 1966年12月，開発権（concession）数は 26

て， R RG.M岨の子会社， Societed' etudes 件あったが実際開発されていたのは4件であり，こ

et de realisatior凶 minieres防ERM!j の開発 れらは国自化怯令の出る蔀にすでにBAREMの監

によるもの。 督下にあった。固有化されたのは当時遺棄されて

(6) Khangal cl Mouhadと Rivetel Maden 操楽されていなかったものである。鉄鉱山として

にある鉄鉱山。 は Ouenza-Doukhλdra鉱山が全体の85%を産

(7) 最後に Ainben M巴rouam,Oued launder 出していた。同鉱山は1966年5月に固有化された。

および AinBarbarの各銅鉱山。 〔燐鉱石〕 アルジエリアの鉱業にとって燐鉱石

はすこぶる有望な資源となってヤる。これはDjebel

これら 11の会f土が国有｛じされたが，注意すぺき Onkの鉱山が1967年より操業を開始したためであ

ことはこの国有化は炭化水素を対象としておら るo 燐鉱石は1966年の国有化の対象とならず 1967

ず，また先に述べた上う iこJljebcl Onkの燐鉱石 年5月19[1の法令によっておONAREMはSocict己

7 
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du Djcbt>l Onkの株の50%を所れーすることとな ア山主Jrllt1, El :¥Iけu;altidl士‘もし人民がそ川市山

り，さらに同年末伺.6%の株を所有することとな 主人であるなら、 それにふさわしし、生活があるこ

った。また他の鉱山 EL-Kouifは国有化令がUIた とを知らねばならないと述へ，建設中の製鉄工場

当時すでに BAREMの管轄下にはいぺて，， ・f-_o が外向の独占資本によ－，て｛乍られている矛盾を－ ) 

［石炭］ 石炭は 1966',j河川i,]{ff[::O）処Vilこよ〉ど き， ,,'; （》に1945年に行なわれた7ランスの鉱！！！の

も何ら変更をうけず噌 十でに Kenadza<:-C:inura; !~{I f:f化と γFレン E IJアグ〉国有化を大胆に比較し〈

鉱iJlは， BAREl¥1の監督の下にある iluilkn・s du いる｝ 主んに鉱業部門が外国資本に支配されて L、

Sud Oranλi討が開発することによ.，て継続されて ては、工業化のための加速度的要因ともな「〉ずも

いた＜）＼ 6 ＇可 またその収益は十分に国家の利益とな Lコt.n、こと

〔鉱水〕 これは 7 弓ンス資本の鉱泉水開発会社 を指摘し亡レる＇／＼ 8 ' 

に上つて問発されて 1ぜ、fこが，その｛妥 J967ij二（） JJ lK t主た I;1"ン：工 i）ア労1'1総｜百ii盟の書記長－で、ある島I 

日にな〆P てア yレジ工 I）ア1亙l営鉱泉水開発会Hがそ Moul（》ud()um（、J

れ；と買収している勺 j台1¥1，経済的， 社会的ts..三重の計l断に基本的な王室

ニのように鋸、産物は一部をl除b、ては !JJlffヒ1,TI, 要'i'l:をり4 えるもの

i灸i王とんとアルL、エ 1) T政｝向の PJr；石すると二んと i：芝｛じな Lでは実現さオ1なL、ものであり， その岳； 

なつてし、る守 要な要素はわれわれ自身の第 l次産品を所有寸る

最後に， i詞ff化の動機は，ブーメ子 JエL (');: ことである 同有化はこの；子屑したあり方に終

う主うに工業化の推進のために行たわれたが， 3 Jl：符合うつものである J , 1-1: 9，ど，；rnriしてし、るの

らにi在J妾的動機と思われる.（i.とiEl内外，，リズ特を述 この一～→ J"i （エンがと／》た鉱山国有｛ヒの姶置

べてみよ』lコ まずこの刷機に／）＂、てタト lt:J，，ノ報道は はi斗［f＇］では好評をはくしたが， 一）Jフランスにお

｜ごの［斗有化は， 左派勢力山中核である j';t. :.,-・ ' いては，1i授、のことなが人抵抗があ〆》た。そして，

1）アの労働組f；－に対してと予た政府山山fr策でふ i斗有｛ヒ .＇－ J.tたれuenza鉱 lliの社長 Gcnebricri上

り， また汁H寺ア ll-> ＿，ーリア（士山国産υにチと、山）iiJ'j この決定i土的「ヲかに， また完全に工 lごア〉協定に

売について 7 ニyJ とと交渉1t1であ f yたん入 '( _ll,ゴ j皇fえしてし、ると非難したl

ェ！）アの地位を弛めるためにとられた措置であ 工ビアン協定は‘ アルジ仁リアが独立するに際

る」と評している r この同内的， i五i外的要件は立 して両者の経済的．政治的取決めをしたもので

L、lこ関連しどおり直接的な動機になった土ちえら (1962年：：月）、その中で［司有｛ヒi士事前に両者の補償

れる。さ九 iこ， 「独立後のア；l-・ジェ 11Tiムしだ 問題が解決されてからのち行なわれることを定め

いにアライ社会主義に上って鼓吹された民衆の要 ている、しかし，この規定はコロンの士j也を匝有化

求に応え， 立た過去の外国干渉の後遺症を取り去 した当時もすでに無促されていたc 今回の鉱Iiiの

らねばならない；状態にあったつら月 8Fl，ことム｝， t 1玉i有化にあたっても同様であ－ ＇た与，その後，補償

た措置はとの二つの要求を完全に満足させるJ につL、て次内上うな提示があった。すなわ t-,, f1i] 

（注 7）ものであったと考え人れるつ 年日 Jl14H, Jー業・ヱ宇ルギー省における政府ど

他方｜孟内の反響と Lて， 九月 HJログ） ＇）’，1, s " 1) 

8 
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励高会議所ぴ）議長・ '.vi. Aulard ( に定＇！＇：話 lf誌を！原

則とすることを確認LてL、る｛ 補償問選に，-, l，、て

は幾多の問題カ‘あるが司 無椀fftn没収でなか〆 3た

二どを述－・＜ておきたI,',

2. 炭化水素部門

iトパヲ 11illl訟は実質利益の折半方式を定めてお

り、ヱピアン協定はこの原則を固定化したが，こ

の折半方式のあり方は 1965年の石治協定改定交渉

山 A つの動機となったものである。

7ル〉、、工 l）アの石油政策を歴史的に述べるには

111 行j山政策の変化 これ人の仕1,につU、てその要点を説明しておく必

( ,1.,ジ 7 7アにおける干［油探究は＇.＿）（ゆ i：紀Uリ土じ 要があるが、すで［こL、ろし、ろの論文が出ていあの

め上 I）行な j〉オ）たA 肢初はアト｝ス 1J1系をljt,C,, !:: で、三こでは簡単に紹介Lておくこ土にしよう

して行なわれfこがラ l¥W-l年（川町l( ;uいtnirnilHfll 1【i!I 

力：発見主；／1／：こだけでふマ 1た ぞ♂）jを’ ~M部♂） 7' 1¥, ！子／、弓石油泣、l主lり!18年.1IJH4nに公布さ ;It〆た一

if'一，t-t血一}jI士探査するこ Eに上

；こ； k 千T ヰ千J 人，；~1rn 1J: ・）号つぎと発見さ 1,1てきた，， 「d~ ＇、：•）方‘の f寸属法令に上.｝て補‘；豆されて 1》、る

つラ J スはこの石油開発をつヰ J ス経済開発仁川 1, （りであるが，基本法令はけrclonnarn-cNo. '.)8ー

,/ l!/Jテ了！として『 月彰大な資金をツぎ三んfが、 l l I I duゴゴ I]川＇（＇tnhn・ I 9S8 relative・,¥ L1 rn:h「rclw.

この資金itフ子〉ス仁おけと：， -{ i ilLI；若干見のねtll分＼. ;¥ l'('xplけi1λtion,au tran只portpar cλ11;1 lis:1 t ionメ

Tii自証券，ri発行に工る111(入、 主「Bト：位長lUi:.!:'・.;〉余 des hydrocarhuffs C'l 乱u regime・ fis川i山、円、河

融1喚問力、ム♂）借入でふ〆）た。 ;1c1ivitぷ dλll吋 l円 dep正trlmC'ntd円（）川isct de 

多大な山本支／l'iとt愉送（ililfW士ifijciじより数下lい v いわけur;1であり、オア Lてと庁ハラ地！くの石川！

の奥地にあろだ内中近東の石油に｝七！て約送1』が，：＇：；＞， 、1 1耳！発を H的土 Lて 1ぜ、るのその日条第 lI部士、会fl

；二上る 1ス卜 1h'if仁7ルン T I）アのわilllt土司 7 ,, • :t'・1て生産額の 12.fl＇）ら（石油）， ;) % （ガス1の鉱！く

スI司内では準［｝］rl-fとLて優遇tll f'j¥jをされ f二t 使JtJ:flIRoyalit討を払うこどを定めてし、る r きら

他かつにスグ） 1tli 11:i fヒに対抗 L : . i1'.t米等びl1'1 に二の桟額から減f1lli¥t号却費や諸経費を差しつい、た

油会柱＂ TIレジ T ＇）アヘ，／）進／ 1＼をはか， t:h川、 -,・ 掛か・課Hiしうる利益（64条）とはるが，さじに同条

Jレン z 1) 7 で外国会柱が探鉱開発権をうる f二め；： に＿J-;L、て．課税しうる利益から使用料を差し引き、

は唱ブヲ Lス系の会担と共同出資の形をとる必f;{ 残 I)(1）館に対して50＇｝；＇，の直接税がかけられる三と

があった、 1 っともブ弓ンスにと d ，ても同If，~カ；＼.， i二よ十 y ている。この直接税の 50%というのが中東

テI＼.との協調なくしては， アル~；＇ T リ－， J) hiiliの 諸i玉iにキ打、て折半主義（フィフティ・フィフティ）の

販路を外国に見い出寸一二とかむずかしい理由に i 原HIJとLて認められているものであるが，同じ折

上ったコ 王子主義て、もサハラの場合は鉱区使用料を純益から

二の上 ：， t.（時期iこ千ハラ石油rLが制定され（1%刊 Jをし引L、た分に対すゐ折半主義であるため， 会社

年〕，これに従ってアルジ工りアの石油開発が進め 仮I］に有利となサているu112、。

られて 1いた力、この石油法はヱ！こア L協定（I川咋 またこの法令は中東と比較して，産油国政府上

九月）， 7ル仁仁 1)7 7うン式石油協定（l'lfiSli) I) ｛，会社に有利な利権条件を定めてし、ることに特

とともに今日でι重要な法令とな.' －小、るの士山 色があ•）た。

9 
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その後両｜詞の問に和平交渉が開始されたが‘そ

(7）議題の一つはこのサハラに対する主権問題と千J

油および天然ガス開発の問題であったっ ドゴール

はこの交渉の聞に， サハラ隣接諮問，とくにブラ

シス領サハラ地域に対して領土的要求をもー｝てし、

るl:liJ々 に働き泊ミけ， ザノ、ラの共同開発ξそれらの

いi］干に財政的民助を与えることを条件に， こわら

n If［とア，1,,－ン仁リアの分離をはかろうとしたが‘

Cl》RA（アルシエリア臨時政府）の外交がJf文字のた

め失敗に終わ♂Bた。交渉はこのサ，、ヲ山主権問題

(7ランスはこの問題を討議事項からはずす三とt二f!ilrえ

した）などで」u寺中断したが，その後i竹山年：l}j：て

｜二、？／協定として成、Zし， ザーハラ問題にム応の決

；ノ《 t>.0 チ－
II間二一／」／）つ

すなわ t:，士｛つヱヒアン協定J)r干の石油協定（I J,-

ch, ration d，』 principe、sur18 c円。pどratiりnpour la mis<こ‘

en、alとurde、richeホ esdu ,nu，にoldu ヶoahara，；こ

Lil I主，（1 Iサ p、ラはア，1,,ン、コ I）アの主催の 1，・に、

7 ラJ スと j出，］して開発されること去な I)'IJlj文），

12）深査，開発および輸送の資格をりA えられた会社

: tトレノ、ラ石油法とこのヱヒアレ協定に従－：，ことと

／工った（第 1（；会），そのほか，アノレン仁リア山天然資

源開発は両国同数の役員で憐成する了サハラ技術

協力機関 川rιanトmeTech 

ぴ〕認可のもとに行なわれること（箔B条），鉱業関

係立法はアルジエリアの懐［l長に属するがフランス

の権益は尊重されること， ザハラにおけるプラン

スの既得石油採掘権はそのままとすることが規定

されfこ。

この協定が成立したのちアルジーτ リアは独立し

〔1962年7fl :3 13 ），その後同年8月2813，この協定

の石油に関するいくつかの付属法が出されfニ。主

として両国の開発協力に関するものである。

その後印刷年 1月JO日の官報は196'.1年12)-131日

IO 

付けの法令を公布して SONATRACH(So口止te

Nationale I泊 urla Recherche, la Production‘la Trans-

port, la Transformation el la Commercialisation des 

I lydrocarlmres）を創設した。これは SONAREM

と同じ法人格を持ってし、るが， アルジエリアの石

;111開発のq1心機関として作られたものである。［riJ

社は SONAREMとi己jじく工業・エネルギー省の

管轄下にある。

ゾ1フランスとの協力はサハラ技術協力機関

(( )rganisation）を通して行なわれるが，この機関は

独立の法人格と財政自治権を有し， サノ、ラ資源の

{t-J！型的開発を行なう資格をもっている。

しかしこの協定は，既存の諸会社の既得権を認

めてし、ることと，利権条件がサハラ石油法に基づ

νてし、るため， アルジエリア側に不利であった。

アルジ工リアがこの協定の改定を申し込むのは時

間の問題とされノた。実際に改定されたのはベンベ

ラ時代に続くつーメディエンの時代で， その結果

がアルジエリアフランス石油協定（Accordentre 

la l~t'puhliquc Alg止rienne Democratique et i》opul-

aire et la Repuhlique Frarn;aisめである (1965年7

)]2911アルシェにおし、て両国の署名が行なわれた）。

この協定は， i1）税制を中東の産油国なみにする

こと，すーなわち，凶価格低落によるアルジエリア

i似の収入減少を防止し，｛ロ）アルジエリア依ljの手I］｛関

西己分不を従来の50%から1967年までに53%, 1968 

年54%, 1969年以降は55%に引き上げる。（2）アル

ジエリア石油全生産の20%以上を占めてし、る SN-

REPAL O）アルジエリア｛憾の株式保有率を50%と

して，フランスと対等のものとする。（3）ガスにつ

いては， 法的ならびに説制の函では原則的な変更

はなし、が， 各会社はアルジエリアが希望する数意；

のガスを生産地において売却しなくてはならな

し、。（4）両国はそれぞれの政府が出資して別個の会
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仕を／'f,) ' 共同で事業を行なろ。そηj也域は共同

地帯と呼ばれ，両社の協同連合体（ASCOP）がこ

の地帯の探鉱、採油の独占権をもつことと hっ

た。

今日，n新協定iこよけ‘ ア.., ；／ヱリ－y:;1:開発内全

段階に参加することとなり石油の発掘，輸送者E

Uることができた。 L ／；＞しこの協定に上って i，、

各権利会社の活動は原則的に従来と変わりなく，

いぜん十ハラ石油法とコピアン協定 tシ適用と jして

いて， γ／レデ L リア干J油政策it次のFそF皆に1(,jJザ

ざるをえなかつfこ。

{2) 1瓦有イじの歩み

すなわちブーメディエンの政策は左派勢力の抵

抗のな右‘で急進的政策をとらざるをえなく！，： ij, 

石油部門の｜現有化にまで進んでくることとなぜP

と。まず1967年1月九oH，アしゾェ！） ？は S<>ci五日

Britanniques de Distribution de Carburants （英

国系:i-,-i¥fl会社〕ハ株σ川、っさ L、を S＜肘ATl¥:¥CH

iこ吸収した。つづU、て 6月6日，モピル・オイル，

ヱ、ソノ，シンクレア，フィ ＇） 、ソ 7にしヱノL・パ

ノ・什－ 11 •＇.＇←ァ＇ .ァーyI lーヴ‘ ア！l：~工 lJ .....・て

／レ・パリ社，モビーノレ・サハラ社， モビール・ 7"

ロダヶティンゲ・サノ、 7t土， 1ヒ阿モビールれ，コ

ュー・モント祉を国家の管理下においた。 これに

よって対英米外交関係；ょ断絶した。 11,] I寺にオヌン

ダのシェノレ・アルジエリー， アルジヱリア石油会

i'±を国有化Lた。

さらに 8月29日， アルジェに本祉のあるアメリ

カのエッソ・スタンダード・アJレジェゾ－t土， ジ

ュネーグに本社のあるサハヲ・ヱッソ？土， アlレジ

ェに本社のあるアフリカ・モビル社， ならびにパ

リに本社のあるフラ〉ス・乏に）レ・オイルtLn在

アルジエリア資産を固有化した。

さ「》に 1968"'1'5月1413，アノLジ仁 ＇） ア国内で石

託IJ, ）／スの配拾をや／》てU、るすべての外国会社を

国有化した。すなわちアルジエリア・トグル，ア

ノレジエリア・シェル， アルジエリア・ベリクル，

フランス・ベール精油会社， アルジエリア・モリ

石油会社，アルジエロナフト，地中海礁料tl：，ブ
タガス社，プリマガス社，ラフイガス社で， so

NATRACI Iが，それらの石油，ガスの販売を代

わって行なうこととなった。また同年8月2FL 

バレル・アブリック社も吸収された。さ C》にフラ

ンスのトタール・アルジエリア鉱物油会社は 11月

7 f] h-，アルジェ精油所の株をSONATRACH（こ

譲渡している。これによってSONATRACI I は2

年前にはアノレジェ精油所の株を 10%しか持ってい

なか p pたが， 1967 ｛ドーの英国石油，［1i]if.の中東戦争

の際の工、ソソ， モピールからの買上げ分を含めて

全体内56%の妹を所有ーすることとな 2 》た。 なお残

りの 44%のうち， ロイヤノレ・ダッチ・シ且ル干土が

'.!4《九フランミ・アノレジェ石油社か＇.！ 0%所有ーして

いる。

この A 連の！JI有イヒのなかで， とくに 1967{f8月

のプゾゾとモピール祉の国有化は｜世界の注目をひ

いたものである。

コ ノソ系は Eと泊。－StamLird Algeria （件土を

Algerにおく〕， Essa-Africa (Cieneve), Esso-Sa・

hariλn (Pan吋，モ仁σール系は North Africa11 

Mobil Oil (Alger), French Mobil Oil (Paris）で

あり，ヱッソ系はすべての財産，株，諸権利，利権

全国有化され， モピーノレ系は精製・販売活動のす

べての部門を固有化された (iJ13〕〈両社とも補償され

ることが確認されている〕。

この固有イじを， アルジエリアの新聞 ElMouja 

hid i主主として政治的理由によるものとして次の

ように述べている。アラブ・イスラエル戦争は，

この両者の石油tこ対する独占的立場をあらためて

I I 
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思い出せたが，両者はア ！l,ジパ1アの独立を決し

て認めようとせず， むしろその社会主範的進行を

阻止しようとしていたと非難してし、る｛注14）。

さらに！日l紙は次のような非難を続けじ、るι 雨

1企は，第 lに，石油の調査，役資開発i.::.f百W，的で

なく、 この態度は長期的にみてアルジ汀リア同家

の経済的利益を損なうこと、第2に， T・ノ、，点、：！託制1

格で石油をヴL Jているfこめ，おONATR，＼（、II はこ

の販売分野にはいっていくことを妨害されてし、る

こと，第3に，両社ともアノレジエリア人を幹部に採

用してし、べ I，、こと，などをffflff！としてし、る

国有化山結果，両社ぴ〉すべての資産it河市A-

TRACHに吸収された。そのためエッソ系とそ

ーピル系のガソリン・スタンド（それぞれ200カFir

と170カ所）ウ宍ONATRACI I内所有とん '!・ 

同有化：.：：..tフて， SONAT！＜λCHは Ij-.;_ ＼、にア

ルジ工リアの石油に対する支肥を強めてし、る。そ

して国有化政策立この日ON.Iγ「RA℃HJ1強化攻策

であるとすJL、えよう。

日ONATRACHはアルジ I リア市場でのシ工ア

拡大を目標としており，将来アルジヱ製油所の所

河原油の全長を供給することになっておけ‘ 外国

会社はその生産量の全量を輸出するよ・｝指示リ1

ている。

両者の岡有化は， アラブ・イスラエル戦争にお

けるアメリ力の態度に抗議するためと 3れている

が，しかしすべてのアメリカ系会社か国有化さ

れたわけではない。〔1967年6月に英米系の会社は国

家の管理化 l司有化ではない にはいってし、る。）

またこのこE tソソ，モービル系会社の同有イヒの複

接の動機は，アノレジエリア政府が他のアラブ諸国

に対して皮アメリカ的態度を宣伝する必要があっ

之ためと長われているが， 実はアメリカ系各社と

アルジエリア政府聞の離反傾向はイスラヱノLとア

12 

ヲずの戦争以前にはじまってレ亡、 たとえば精製

料識と製品価格に関しては 1年来対立があったも

ので（注16），これだけが理由ではなかった。

この措澄によって， アルジエリアの製油所に利

権ーを持つのはシに IL• とトター Yしだけとなった。

炭化水素部門における固有化は， このように主

土しと英米系の会れを対象と Lて行なっており、

その動機は複雑である。

刷新しい石油政策

間有化政策は基本的な政策と考えられるが，し

かLこれのみ方》十、てではなく、 !,,Ju前こ次のよう

な政憶がとらむて L、て， この中にむしろ新し i.・11

油政策を見レ出すことができる。

ぞれは石油輸出価格の引上げ、アメリカ系石油

会れとの協力や資本導入（196T>fまでは 1億2()（｝（）万

ドル導入されていた），SONATRACHとテキサス資

本との協同による採捌会社 ALFORの設立など

があり、石油会社のltiJ有化とは黙な ＇t:二方針をti¥

され CL、る。 このq，でとりわけ新 Lい政策と汚え

九れるのはアメリカの GETTY干土との協定である

ので，少しくその内符を述べておこう。 アルジェ

!Jγ； t. アラソ、・イーぇラエル戦争i｝）過程iこおし、ζ

I lヰ家作理に移 L・c ＇.、たアメリ力 i'l：口一つである

GETTY石油会社（Veedol：石油会社グループ）との聞

に、石油の調査と生産についての注目すべき協定

を結人だ（1968年10)]19日〉。この協定は今後の外出

会社との協定の基準となるものであり， またアル

ジエリアの新しい石油政策を示している。聞社

（おONATRACHとじETTY）の協定は，（1）前＂ifか

ろ1';{,, i愛者が49%の出資で「連（t体j を｛乍るこ土，

(2) GETTY社は，アノレズウにおける FOB価格を

1バレノレ当たり 2.65ドノレ，ブージーにおけるFOB

{1lfi裕を2.635ドル，ラ・スキクラにおけるF0Bf1lli格

を2.595ドルとする（先の石油輸出仙i椛引上げの措罷
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ば， 1ベレル主；たりの価格を2ド’レ以 I.とするもので

あった〕，（3)GETTY社は 1万1500平方キロの誠

i1王許11Jド域を lj.えられる，（4¥GETTY社 i土1968

年度は利益に対して54%, 1969年以降は55%の税

全課せられる‘ 15)i車台体に上 rて天然ガス潟が発

見された場合は， GET’l'Y社は..切の権利をアル

メェ I)f 側に ljえる，16IGETTY社はIJ',1_,; I高のお%

をアルジエリアに再投資する，ことなどを定めた。

こ川市定に定められに諸基準；ま今it. アヤンス

今はじμ、とする各社と徳1ij1［：；協定の基礎ときれ

るであろう。 斗の点c注目すべき協定）ごあり，新

:_ K、政策としえる。とりわけ「協同体i（人おおociation)

とし、う組織は， アルジエリアですでに事業を行な

Bてしる外国主辻やケ後操業を希望 4る外出会社

に対して新しい協力形態を示しているく汁17）。

(4) l)t化水素の支配形態

この部門においても国有化によってかなりの部

分が， ア／レうエリアi孟i家の自：肢の管理F！こいいっ

た。しかしSONATRACHを中心として，探査か

ら販売ιャたる部門での同出政府のれ・.）シェアは

tだまだ限られている r 次にぞの開発の形態を述

べておこち。

まず討ONATRACIIの活動につし、こ述べると，

同社は， 炭化水素の探査から販売までの各分野に

参加するととを目的とし， fl主的な開発とど司、に

フランス政府やアメリカの GETTY社との聞に

「連台体」をおI］設して、協同して開発を行なうも

のである。

同社は直接参1JD方式をとり， 外国の日再発権全，

その集中主義ゴJ範囲内で認めてU、る

さらに同社はその領域を明確にし，石油製品と，

その削産物の.，，..レジ工＇・＇ア国内での阪をを独， lj化

しようとし， また外国会社の既得権を尊重するが

調査， 14¥l発，生産，輸送， nn,',7，化を段階化L，そ

れぞjlの分野におヤて効果的立場，すなわち so-
NATRACHは，（1）完全支配，（2）株の大半を占め

る，（3）参加するなどの政策をとる。

完全に支配している（同社のみで行なっているの

は〉のは，後にも述べるが HassiMessaoud-

Arzewの油送管事業と，穿孔用具を作る Societe

Varelである。

l直接，間接に企業の主導権（株の50%以上）をもっ

てャるのは， S.R. A. Raffirn.:rie d’Alger (5t,% ), 

ALCEO (51%), ALFOR(51%), ALTRA(51%), 

GETTYとの協同体（51%),ALCORE, ALFLUIU 

（ともにら1%）であり， 50%の場合は ASCOOP,S. 

N. REPAL, SOMALGAZ などである。

たんに参Jm-rる会社は SOPEG(25%),CAMEL 

(26%〕などである。

現{E，探査，開発部門，輸送部門，商品化部門

（外国への輸出）の各部門においてSONATRACHは

しだいにその活動範聞を拡張してし、るか， まだ多

くの部分は外国会社に開発されている。固有化政

策の行なわれた前後の開発の割合をみてみると次

のようなものである。

アルジエリアの原油生産は 1967年には69億バレ

ルで， 同年の世界生産量の1.7%を占めてu、たが，

おもな産油会社とその生産量比率は（1967年〉，

Compagnie de Recherches et d’Exploitation du 

Petrole au Sahara (CREPS) 24.6%, Societe 

Nationale clぞ Rechercheet d’Exploration des 

Petroles en Algerie (SNREP AL) 23.9%, Com-

pagnie Fran~aise des Petroles (Algerie.) (CドI’A)

19.8守，らその他であり，産油される鉱区とその開発

会社および 1966年の生産比は， HassiMessaoud 

(CFドA,SNREPAL) 45%, Zarzaitine (CREI汚）

11 %, Rhourde el Baguel (Compagnie Petroliere 

おaharienneれ、只inclaire)10';;" Ga出 iTou日付、om-

13 
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問 gniede吋 I》どtrol白 France-A[riques-COD EドJ

pagnie des p止trolesd'Algeri巴－CI》A)10%となつて 発しており，その他SNREPAL, SEHPL (Soci佐te 
いる（注18）。 d’巳xploi阻tion）なども開発にあたっている。天然

1968年には，t-lOO万トLの石油生産のう九日）Nー ガスは，アルジエリア政府の必要に応じて買い入

ATRACHは580万トシを商品化したが、州市R- Ji，利用することができ，石油以上に政府の支配

EPALは4907]トン， C.F. P (A）は10007]トン， カが強い。 また石油以上に有望視されている資糠

CREPSは830万トンであり（住19），まだ一部分の割 であるが，本格的な開発はこれからとされているの

合にしかずぎない。 iかし政府の基本的な政策は石油と同じものとレ

最後に現1どの炭化水素直HI円の行政系統を略述し えよう。

ておこう。 SONATRACHは，工業・エネルギー

省の監督の｜ゴにあって， l宜岐には炭化水ifs，鉱山，

ヱネノレキ－Ju高委員会が管理L' さらに財政的に

は， 財政・計画省に監督される。 SONA’fRACH

は，探査部門では ASCOOPの株の50%，生産省11門

では H山尚1l{':-.1el (25%), Bassi-Mess川 ud(25%) 

Haoud-Rcrktoui (50%), A以：001》（50%），運輸

部門では Oleoduc Haoud-El-Hamra Arzeu 

(100%〕， Oleoduc SOPEG: Haoud-EトHamra/

Bougie (25°~ )‘ Gazoduc SOTHRA I Iλssi-

R’Mel/Arz刊（51.25%），ガス門部では i叫uefac-

tion cl’Arjeu CAMEL (30%〕，サービス部門で

は穿孔の主LFOR(51%），地質調査小川正；EO

(51%), SA心（51%）となっている。

このほか，工業・エネルギー省が直接に管轄する

ものとして，次の 4形態がある。第 1はアルジエ

リア政府が参加するもので（実際上SON:¥TR:¥C日〕，

SNREPAL (Ha出 i～Mes、aoud) (50%〕， SOPEG

(25%), SOTHRA (51.25%), SEHR (25%〕，

CAMEL (30o/n), 第 2はフランス系のもので，

SOPEFAL CREPS, CFド（A), COi、EFA,
EVRAFREP, SNPA等の公社があり，第 3は独

立系で SINCLAIR,PHILIPS, ELP ASO等，第4

に国際カルテ，1.,系の SH日J,, BPなどがある。

今まで主として，石油を中心としてj£八てきた
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( it 1〕

Iι州 111
そ，，》

64 
6ii 
66 
日7
68 

i，月担当＇ff主劃白$＇ fl

15,700,<.XJO I 
20,7倒），収）（｝
23,600,000 
26,500,000 
26,200,000 
33,800，白川
39,000,000 
43,000,000 

('l',1”1) Marcl,e; tmpi,. "'" et mediternrn如、14juin 1号691,
p. 1667. 

鉱物生産量（単位・ 1000I・ ;.,) 

1963叫 64司 65年 66/j: 6711 

1,764 2,467 
94 198 
25 13 
45 15 

鋼
一
政
耕
民

石tb 
u鴇↑
U
U

川

l，宮7b 2,746 3,147 
34肘 73 お6
56 59 ら7
3昂 46 45 

iii¥所） FJU, Quarterly Economic Redews, Annual Supplement, 

1969 p. 8. 

( It 2 ) i¥farche tropicaux et mediterranetns 

(14 juin 196宮）， p. 1675. 

(ii 3〕 こ山｜γifj il:l:l:, 6 II H It c'＞官報に記敬され

たが発表されたのは 7I]である。

m占 4〕 ランオ，テレヒによる 5月8日の同有化宣

i1は， 194fう＜（ 5 _IJ 8臼のコノメ、タマチーヌわ虐ね

'ii判 vり日を記：it' :irなわれた（ノι〈ある。第2ρ、人

戦）戦勝記念 II: co ＞スタンチーヌ Y,1L川七テイフで，

「1虫i守軍の勝手IJ万才」J）プラカードをもったアノレジエリ

ア人乃行列にツランス人の私服瞥'g’が発砲したことか

’,~.: .：；：発し大乱闘二なった。ブノ／人口氏族運動主l'i'

ii iる好機と tご徹底的に殺りくそれ～い， 4万人’P

犠牲を出した事件。全世界の人にとっ℃戦利の日であ

ったが，アルジェりアにとっては最大の悲しみの日と

して記憶されている。

U.5〕 BARME,Un an apn;s Les Nationa!tsa-

t川口（Alg佐r,1966) i~ よる。



Ⅱ鉱業政策の特質
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UL 6) Direction rles mines et de la G会》logie,

Rapport sur l’Tndustrie miniere (Alger, 1966）に

よるじ

（と 7) “Lanationalisation des mines conforme 

la ligne poliliques algerienne," Pvlarche Tropicau.r 

et抑止＇diteran<'es(21 mai 1966), p.1461 

(ii: 8 ）“ La nationalisation des mines-…リ，” p.

1461 

(l'.1:9） ιLa nationalisation des mines・・・・・・," p. 

1462. 

(illO）“しG gouvernement alg仕ienationalise !es 

mines etrangers，” Afarche Tropicau.r: et mef:ditera 

n己ι 「14mai 1966), p. 1 !13. 

(Ltll〕 たとえば北アブリ拘石油研究委員会編『北

7 .. -11に I; ＇る fiin1Tl題』（ア J ア i':f：山研究 f•!i, 1964 

年〕。

（下12〕 北／ブリ ・／1{ iilli研符委員会料、 94～95べ－

；／。

（注13〕 Esso・SaharianIi探鉱をする会社だが，す

で仁川権を f離してトア：。他！マ； ｛オu土f.＇；守日，耳＆＞ 1-:~, 1 j 

なってL、る。

('lH） λfaghreb I>igest (July 【 S叩 t.1967), p. 47. 

（注目） Maghreb Digest (July -Sept. 1967), p. 47 

( it 16) Petroleum Press Sen•ice ( !l本語版， 1967

年 9月号〕， 27へージ。

（注17〕 Petroleum Press Serも’ice（日本語版，印刷

年12；：号）， :,I) ジ

（注18) [CAREP〕Cie,Algerienne de Recherchc 

et cl' Exploitation Petrolieres. 1956{1-行月設江乃！！：資

率， SNREPAL36.8%，アルジヱリア政府27.93%,

B.R P. 27.9%，残余＇. tノラシ λ投資会tLと史的資本。

〔CEP〕Cie,d’Exploitation Petroliere. 1944年 3月i没

立。H」折率，BR.P. :'il:'i%，残令はプランス投資タ担。

〔CFP(A）〕 Cie, Fran,,'aise des Petrnles (Algerie). 

1953年 1刀設立。出資準， CFP85%，金融会社15%。

〔COPEFA〕仁ie, des P正trole討 Franにc-Afriquc.

1957年3月設立。出資率， B.R.P.80.0%，残余はソ

ラ1 ヌ投資会tiっ

[CPA〕 RoyalDutch/Shell 65%, SOGERAP 24%, 

B.R P. 2.9%，残りはプランス投資会社。

[CREPS〕仁IC‘deRecherch出 etd’Exploi匂 tionde 

Petrole au Sahara. 1953年4JJ 設立。出資率， Royal

Dutch/shell :lei%, B. R. P. 27.8:i%, Srn ;ERAP 25.5 

%，残りじフランス投資会社。

〔EURAFREP〕 Ste.de Recherches et d’Exploita-

tion de Petrole.1957年 9月設立。出資率，フランス

民間資本65.32%，残余はフランス投資会社。

[PETROP ARJ Ste. de Participations Petrolieres. 

1%7年12月設す。出資率， B.R. P. 86.67%，姥余 l土

フランス民間投資とフランス投資会社。

〔SNPA〕 Ste.Nationale des Pるtroled’Aquitaine. 

1941年 2月設立。出資率，B.R. P. 51.24%,CFP 5.79 

%、残余はプランス民間投資そフランス投資会社。

〔SNREPALJ Ste. Nationale de Recherche et 

《l’Exploitationdes Petrole en Algerie. 1946年 11Jj 

設，：，：＂出資本， SONA’l'RACH50%, SOFREPAL （ソ

ランス国営会社） 50%。

〔SONATRACH〕 γ ノレジ ι リア国~，；／；i':社。 1964年設

立。 SONAREMと同じ法人怖を持 J J。

〔SODEFALJ B. R. P. 100% (1965年プラン λ，ア

ルジ＇ 1)ア協定によ Jζ設立された共同事業 AS・ 

COP-r竹内プランス側持分を代表するもの〕。

こんμかに ftゴリス， アメリ ，11, ドイア系等c＇） ；会社が

ある。

:_ c＇） 泊ct土［ーノレジマ 7 ア Ti~l1産業に阿営会社｝）支配

選Li,Petrol崎市 Press Sen•ice （ 日本語板， 19明年12

Jl 8・〕による。なお問論文注に CEPとLOPEFAの

持分；Iすべ cPETROPARに統合されたことカ記さ

れている。

(dl9〕 1Harches tropicaux et mrditeran<'e.,・ (14 

Juin 1969), p. 1669. 

II 鉱業政策の特質

アルゾェ 1）アの鉱業に対する政策は，国有化政

策，探査から販売までの自主性の確立という点で

特色づげられているコ次にこの国有化政策がどの

ような特質をもっているかについて、（1）鉱業国有

化の経済政策的意義，（2）他のi量の国有化との違ャ，

(3）アルジエリアの農業部門との相違，（4）さらにア

ルジエリア社会主義との関連から多角的に考察し

てみたL、。

鉱業固有化の直接的動機については， 前節で若

干述べてきたぷ， 本節はむしろ理念的動機に重点

Iラ
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を置いている。またこの国有化は実際的な鉱業政

策にも基つ，，、ていることを付言しておきたい。す

なわち固有化によって，（1）自国の天然資源の在庫

,,l0Jべをし，（2）鉱業Lりもつ潜在力を顕在化し，（3）牛ム

臣室の多様化をはか D,(4）枯渇しせうな鉱床を再建

させる，という目的をもっている。

さて固有也の多面的考察であるが， 主ず経済政

策的な意義から考察してみよう。

1. 経済政震的意義

まずこの鉱業の悶有化が， どのようにγルジェ

1）アの経消攻策と間違して堂義があるか企述べよ

う。そして二の経 1庁政策的宣義は 7カ年計u111

(1967～73年〉の中によく示されている。この計酬

の目的μヲ（1)197'..'fj kでにすノ＼ごの基幹産業分野

における生産能力を整え，（2)75年までには戦略物

資を含む草じ業製品【＇ J自給i'l；己会はかけ. 13）終局

(1ワには基幹j)f業分野にかかわる財貨の企i面的輸入

禁止をはかることである。その前期（1967～69年〉

においては，石油司 ヴス等の天焦資源の開発をよ

りどころにして鉄鋼，電力，セメン卜等重化学工業

分野の開発を平行して行なうことを目的としてレ

る。特に石油，ガスの探査， 開発さらに版売の促

進，鉱産物の探査と商品化を促進するこ川三重点

をおいてL、ら。

この計聞は，産業の各部門の水準を均質的に引

さあげるの？なく‘ まず基幹産業分野山拡充を~ti

い， それをテコにして経済全体の水準を高めよう

としていて， 日本山傾斜生産政策に似てL、る。日

本の場£；－：よ石炭と鉄の増産tこすべての物質を集中

し， それを軸として雪だるま式の生産拡大を行な

ったが，ア fレジエリアの場台；土石油とりくが中心

となっている（出 1）。

炭化水素直，経済開発のテコとしてまた開発の

貸金源として， その主要性がますます憎してき℃

16 

いるが，国有化はこの意味で経済開発の基本的手

段となっており，特に炭化水素の国有化は，アル

ジエリアの傾斜生産方針の政策を促進する投割を

もっている。

2. 鉱業固有化の性格

最初に国有化の意義に J ル、て， 7 工イガンの説

を紹介することから始めよう。かれは，国有イヒを資

本主義的固有化（私的資本主義制度が発逮し，資本家

階級が11'!家権力舎にぎっている状態の中の国有化）と社

会主義的固有化（国家権力を獲得した労働者階級の正予

で行なわれる国制りとに分け，前？？をさら仁，（1)

独占体に奉仕し，資本主義を強める国有化一一イ

ギリスの場合と，（2）独占体の力を弱め，産業の近

代化全労働者山ヘゲモニーのもとで行なう民主主

義的国有化とに分けている。そして国有化に関し

て， 「産業の同家的所有というたんなる事実は、

けっし ζ社会主義ではないし，社会主義であった

こともない」（注むと述べ，間有化が必ずしも社会

主主主化と結びつくものでないことを指摘してい

る。そして「悶有化が真の社会主義的方策となる

のは、 政治権力が労働者階級の指導する人民のごF

中ににぎられたときだけである」（注3）と論じてい

る。

ブt イガンの定義によると， イギリス，フラシ

ス両国が第2次大戦後に行なった鉱業，銀行の国

有化は社会主義的国有化ではない。両国の国有化

は，独占資本を直接または間接に支持する勢力が，

急速な再建を必要とするネソク部門， あるL、は私

的経蛍の手中におくと再建が不可能な部門を対象

としており， ブェイガンの言う資本主義的固有化

であるのブェイガン自身もイギリスの国有化につ

いて，それは労働党右派が，基本的には独占体に

泰f士するものとして行なったものとの浮価をして

いる '.L 4、。
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方， 社会主義的［1sl有化として、 ソ連，中！吟，

東欧諸国の｜司有化があるが， こ三ではユーゴの例

をみてみよう。 それはユーゴは後年， [ri.）有｛ヒした

良地，工業部門iこ.l3L、亡「臼主智湾、Autogestion)I 

制度を保用してし、るがラ アルジ仁リアはユーゴの

この制度合導入した内で（ιds＇ユ』ーゴ （！）[i，］有化を紹

介Lておこう二 事実·~＞ペラ時｛に r・ ，上ジニ仁リア

／い｜司釘化 Ltこ.•：J也企業に行なぺ fこ i'l 主管理制度

を1旨z卑したぷliJ, Lーゴ人であソた

Lーコit泊三次大戦中に強力江氏族解放戦線を

組織したが，［Lj右化政策はこ（／）時期より始まり，

Ht・0十日）資本をはじめ共和国内のい》さ b、の私{ro

xさ，地下資源の凶有化を行なったり

i亘白（ヒi土， ill国内経済的詰力のす＼亡を公平，.二

使用すること噌 121国家が経済生活全指導して全般

的な計画経済を樹立すること， i3；国民を搾取から

解放すること， 14）凪民の基本的利益を擁護して勤

労階級の福利をI同大寸一る二ど、 をH的としており

バ川社会主義化山手段としご行たわれたの

この国有化，，！） 効果として， 両日：icf）経済復興はJil(i

訴lに進み， I干1:l7年の工業生産高は 1937年の Hi7%

に達し， 1（）お～46iJ三のユーゴの予算の8/i.2%は国

営企業およひ同家専売よりの収入であった。ユー

ゴの場合この向有化は外国資本からfPi][E)を解放し

たばかりでなく，戦後の経済復興；二役だってL、るo

y :l,シエリアはこの戸！の自主管理制度をとりし，ti

日、るが， j旦想的にも 1μJ謁してレるかどうかは問

題であろうハ 工ーゴとアル’ジ t リ.r・の比較につし、

ては簡単A にi欠の結論を述べるにとどめておこう。

詰 1に， 工、ゴがよく管理された共産党によって

指導され亡 L ることー第三に， l]J二'ff理i主アルジ

亡リアとj亘って農村より工業部門に多く適用され

といることである• 11 7、1 アルジ：！！ γは FJ,Nの

♂立；独裁であるが，それは共産党でl.t trく， また

:l'.i.民や労働者による自主管理は農業部門を中心と

してし、る。

この点にアルジヱリアの鉱業政策と農業政策の

相違がみられるc アルジエリアは農業部門を主と

して「社会有j，鉱業部門は「国有j としている。

との上うに，鉱業部門が農業部門と異なった政策

の下にあるのは， アルジエリアの鉱業政策の特色

であるが， それは農業部門と鉱業部門の経済的重

要性，地位の相違に基づいており，多額の投資を

必要とし， また市場iこ対する国際的規制の強ャ鉱

業部門（特に炭化水素)fこ対しては政府が直接管理す

る必要があるためと考えられる。

アrl,ジf リアの鉱業国有化の性格は， 資本主義

諸問や社会主義諸国のそれとは異なった特色をも

っており， また鉱業政策は農業政策と異なった立

場をとってし、る。しかし鉱業，農業両部門に対す

る基本政策すなわち両部門の国有化の性格は同ー

のものである。そこで，アルジエリアの国有化政

耳切hどのような特有の理念をもっているかを次に

汚察してみよう。そしてそれをアルジエリア社会

主誌の特有性をさぐることによって明らかにして

みたい。

アルジエリア社会主義の性格は， ヱビアン協定

締結後（独立の底的）の FLN大会で採択されたエ

ビアン綱領（1962年5月），アルジエリア憲法（1963

年9JJ)，アルジェ憲章（1964年4月〉に示されてい

る。 1965年のクーデターによって現行憲法は停止

されてL、るが， それはトリポリ綱領の法文化され

たものであり， アルジェ5!§.'1,Yの基本にあるのもこ

のトリポリ綱領である。

,Zl1;J領は，その最後の第3部「人民民主主義革命

の経済的社会的実現のためにjの中で次のように

その路線を明らかにしている。

まず iアルジゴリアを植民地主義と封建主義の

17 
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残浮から解放し，反帝， 人民の基礎のとに：；築さ

るべき新社会の構造を決定するためには経済的，

社会的可国際的な三つの分野でわれわれのとるべ

き方向を明織にしなくてはならない」と， アルジ

エリアの基本方向をその前文で定め、経済政策の

理念を次のように明確にしている。

第 1に，外国支配と自由経済に反対する立場を

明らかにして、 占典的自由経済の方法では社会の

真の改革ができないこと， この方法では市場の無

秩序状態をもたらし，帝国主義への従属を強める

ことになることを指摘し，さらに「悶家収入と私

的蓄積の貧しさ，手lj潤の大部分が外聞に流出する

事実，投機日的や商業利i民高金利の貸付iこfflv、

られる民族資本，雇用されることのない労働力が

形或する巨大な資源の損失， これらのものはすべ

て， わが国の経済の資本主義的発膿のために障害

となっている要因であるj と述べ，外国資本によ

るアルジエリア経済の支配を許さないことを明言

している。

第 21こ，経済権力の掌援を目標とした労働者の

民主的参加計闘のためとして， 「労働者の参加を

含む工業計画と｜司有化は，三つの主要な目標を達

成するに不可欠な手段である。まず，フランスと

の経済関係を変えて独占の圧力を除去すること，

農村生活の構造を根本的に変革して i域内の障害物

を取り除くこと，人民の要求に応えて工業化をお

しすすめること， 以上のことこそわが国発展のた

めの条件である」，と国有化が行なわれる三つの理

由を明記している。

この綱領の中には社会主義とし、う名は明示され

ていないが， もともと独立前はあまり社会主畿と

いう言葉は使われていな;J＞った。 しかし憲法とア

ノレジェ憲章がこのトリポリ綱領を受けて「社会主

義社会」の建設を明記してし、ることから， ト1｝ポ

r8 

リ嬬領のミの規定も明らかに社会主義的政策を意

図したものと考えられよう。

さらに綱領の規定を続けてみよう。同部の「国

民経済の建設」の中で，人民民主主義の経済的課

題として， 次のように定めている。第 1に，アル

ジエリアの人民民主主義革命はまず農業革命であ

るとして， その政策を具体的にあげ，第2に，基

礎溝造の発展として，輸送手段の圏有化、道路・

鉄道網の改替と完成などが課題とされ，第3に信

用すなわち保険会社と銀行の国有化， さらに外国

貿易の国有化が課題となっており，第4に鉱物資

源とエネルギーの闇有化，第6に工業化のために

鉱業，採石業，セメント工業などを国有化するこ

とを課題としている。

この綱領の中に Fルジエリア社会主義の性格が

良く示されている。そして固有化はその手段とし

て社会主義化と不可分の関係にあり， との国有化

によってフランスに対する従属的関係を改善し，

農村社会を改善し，工業化を推進しようとしてし、

9 。

実際アルジエリアはこの路線を忠実に歩んでき

ている。そしてアルジェ憲章が明記するように，

アルジエリア経済件現在資本主義から社会主義へ

の移行期にあってこのニつの体制を併存させてい

るが，憲章もまた函有化は社会主義化，工業化の

ために必要であることを明らかにしている。

Tlレジエリアの社会主義は，綱領が示すように，

外国資本の排除にはじまって， 国内の前近代的残

津の除去， さらに懇法が定めるようにイスラム社

会主義社会の建設をも含む広範な実践と理念を内

蔵するものである。

！苓有イちはこのようなアルジエリア社会主義建設

の一つの契機をなしている。アルジエリアはその

内部にある前近代的， 1笹民地的遺制の除去という
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民主化の方法と同時に，経済の社会主義化を目的

としてk、るので， アyレジ工リアの国有｛七は前近代

的体制と植民地的体制からの解放と同時に労働者向

階級の利益を守り社会主義への物質的基盤を整え

るという意義をもっているつ

したがって鉱業の同有化法， とのようなアルジ

エリア社会主義の理念の中でその特質と役割を明

確にしているといえよう。

（注 1) 小村、｛申L 「長期i開発五Ii1iij v）発足とぷ外国の

機助状況」 er中東通報』， 1968年12月〕， 23べーシ。

（注2) H・プヱ「ガシ宮， h:if昇，，Rr現i＇，資本主

務と国有化一社会主義への前進のために』（合同出版，

l！掲1if〕、 26へージ。

Cr主3) 日・ブェイカン箸， 26ヘーージ。

（註 4) H・ブ＇ j'ガ乙持， 5fi～ジ。

（注5〕 AlainMarill，“Essais sur l’economie du 

l'Algirie nouvelle，＇’ dans L’＇Exf,erien印 algfrienne

d’autogestion industrielle (Paris, 1965), p. 201. 

tたユ ゴ（／ノ：m有｛じ刀問砲につL C (.J:., i今、のも，／ jを参

ll,1＼しt・,

沢白子一郎「ユーゴスフヴィア礼会主我経済J(If'事！？

門外大；l主叢』， 17-4，昭和41年 8}l〕。

同「ユーゴ型社会主義経済とその問題点」 er闘際経

弁』，，）HS号， 1967"1〕。

（注 6) 商沢富夫『国有化問題の研究』（世界滑論

le卜，阿和231¥), 57～58ベジ。

（注7〕 ArslanHambarci，“Algeria: ii Revolu幽

tion That Failed”（Lonclon, 1966), p. 118. 

む す Lノ、

以上にわたって， アルジエリアにおける鉱業政

策の固有也を中心として述べてきた。

鉱業は他の部門と呉なって第 1に， 国家の支配

が直接的（SONAREM,SONATRACH を通して〕

で農業のような自主管理制度が中心でないこと，

もともと， さの自主管理制度は、政府の干渉を最

少限に制限することを目的としてu、た。第2に，

金属， 非金属部門はlまとんど国有化されたが，炭

化水素部門は外国会社が開発している部分が多

レ。しかし炭化水素に対してはもとより主権を有

し，その探鉱，採油，精製部門において外固と協力

体制をとっている。この中でSONATRACHがし

だいに支配力を強め，探査部門では70年には全面

積の 4分の l，生産部門では約3分の l弱，輸送

部門では 8分の5を占めようとしている（注l）。第

九に， 鉱物の届有化はアルジエリア社会主義，工

業化のために行なわれたものであり， との国有化

はまた植民地的遺制の除去をも目的としている。

この意味でアルジエリア社会主義の特殊性ととも

にイギリス，フランスの資本主義的国有化，ユ

ーゴ等の社会主義的国有化とことなった特色をも

仏説杭民地的国有化とb、う性格をもってヤる。し

かしたんに脱植民地的な面ばかりでなく， 次の段

階として社会主義化を目的とした固有化でもある

Gとに特色があるといえよう。第4Iこ，炭化水素

を中心とする鉱業部門の国有化は， アルジエリア

の経済政策である傾斜生産政策のテコとなってい

るものである。

これらの特質が， アルジエリアにおける鉱業国

有化政策の性格を形成しているといえよう。

（注 1〕 政府発行のパンフレット“ Hyclr，田arbons

in Algeria”t fよるc

（調査研究部）
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